
　１．はじめに

　現在、地方における路線バスの利用者は高齢者や
学生といった免許を持たない人々が主である。この
ため、路線バスサービスを維持していくためには、
これらの人々の「バス離れ」をくいとめることが一
つの重要な対応策となる。しかし、学生に着目すれ
ば、登下校時における保護者による送迎や鉄道との
競争などに路線バスサービスがさらされており、何

もしなければ今後も利用の減少が懸念される状況に
ある。
　学生の通学は毎日繰り返される活動であり、天候
条件等を除いては日々によって交通手段が変わるわ
けではない。そこで日常的に路線バスを利用する場
合には一般に路線バスの定期券を購入することにな
る。このため、学生の路線バス離れを防ぐには、魅
力ある定期券を企画し、それを購入してもらうとい
う戦略が考えられる。魅力ある定期券の具体例とし
ては、通学時における料金の割引以外にも特典が付
与された通学用定期券（以下「特典付き定期券」）
が想定される。
　ただし、学生にとって購入に十分な魅力がある定
期券であっても、学生がそれを直ちに購入できるわ
けではない。すなわち、定期券の購入のための資金
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は保護者が負担することが一般であるため、保護者
の同意が必要である。このことは定期券の購入に限
定されるものではない。例えば保護者が学生を学校
に送迎する場合においても、保護者が時間的および
労力的な負担をすることになるため、保護者の同意
なしに学生の一存で送迎が実現するわけではない。
このように、学生の通学時における交通手段の選択
は、学生と保護者からなる「世帯」による集団意思
決定として行われる。
　そこで本研究では、学生と保護者による通学にお
ける交通手段選択の集団意思決定モデルを既往の研
究をベースに構築する。次いで、鳥取県倉吉市の高
校生およびその保護者を対象にアンケート調査を行
い、通学行動および特典付き定期券の購入可能性を
実証的に評価する。その上で、特典付き定期券を導
入した場合、どのような特性をもつ世帯にその購入
の可能性が高いのかを分析する。

　２．既往の研究と特典付き定期券

　２−１　既往の研究
　世帯における集団意思決定のモデルとしては、居
住地の選択や観光行動などさまざまな現象に関して
研究蓄積が進んでいる１, ２） 。それらのレビューは近
年の論文３）に譲ることとし、以下では本論文に援用
する研究に限定して紹介する。小林ら４）は個人間の
意思決定に関わる相互作用を考慮した送迎･相乗り
行動モデルを構築した。そこでは送迎サービスの提
供者と享受者が自らの効用だけを考慮するのではな
く、気兼ねや思いやりに基づき互いの効用も考慮す
る行動モデルを定式化し、通学を含めた送迎・相乗
り行動の構造を明らかにした。
　張ら５）は世帯における自動車利用配分行動を対象
とし、集団意思決定理論に基づいた線形多項型集団
効用関数を構築した。その中で、共通の目標や問題
意識などを持つ集団の構成員は、自分および他者の
効用を考えながら集団としての最終的な意思決定を
行うと仮定し、構成員間の相互作用を世帯効用関数
に組み込んだ。また、意思決定における着眼点の違
いから多項線形モデル、Max-Minモデル、Max-
Maxモデル、最低保証モデルなどさまざまな操作性
の高いモデルを取り上げている。
　本論文では学生と保護者の間の気兼ねや思いやり
を明示的に反映しうる小林らの効用関数を用いると
ともに、学生とその保護者の集団意思決定モデルと
しては操作性の高い張らのモデルを用いることとす

る。すなわち、これらを組み合わせて、学生と保護
者の間の集団意思決定に基づく通学の交通手段選択
モデルを構築する。
　２−２　特典付き定期券
　特典付き定期券には、通学における移動区間の運
賃が割引かれるという通常の特典に加え、その他の
用途における路線バス利用にも特典が付与されてい
る。すでにいくつかのバス事業者が導入しており、
それらの例を以下に示す。
　福井県福井市の京福バス株式会社では「環境定期
券」を販売している。これは土日祝日および年末年
始、定期券保有者に同伴する家族の運賃を京福バス
全路線において一律低額料金で乗車可能とする特典
が付与されている。阪急バスでは「阪急スクールパ
ス」を販売している。これは、券面表示運賃区間内
であれば通学路線以外の路線でも利用ができ、学校
帰りや休日に塾や習い事へ通うなど多目的に利用で
きるものとなっている。他にもさまざまな特典を付
与した定期券が見られる。

　３．モデル

　３−１　アプローチ
　学生と保護者による通学の交通手段選択に関する
集団意思決定を多項ロジットモデルとして構築する。
なお、以下の検討において路線バスの選択と定期券
の購入は同義である。特典付き定期券の購入可能性
を評価するためには、その定期券が販売されている
との仮想的な状況下での購入意向に関するSPデー
タをアンケート調査によって収集する必要がある。
その調査に際しては、購入の意向がない人も購入す
ると回答する誘因が生じる。このため、そのデータ
には相対的に多くのバイアスが混入している可能性
がある。そこで以下ではまず、世帯による交通手段
選択に関するRPデータ、すなわち現在の交通手段
選択を用いてモデル（以下「通学行動モデル」）を推
計することで比較的信頼性の高いパラメータを得る。
その後にそのモデルのパラメータを移転して特典付
き定期券の購入に関するモデル（以下「定期券購入
モデル」）を再推計するアプローチをとる。
　特典付き定期券の購入意向のSPデータは、本来
は学生とその保護者の間で相談をし、集団意思決定
したデータを得ることができればよいが、その相談
を強いるアンケートには回答の抵抗が強いと考えら
れる。このため、以下の事例分析においては学生と
保護者が相談を行わずに個別に購入意向を回答して
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もらう形式をとった。このため、定期券購入モデル
は特典付き定期券の購入に影響を及ぼす変数のパラ
メータを推計することを目的として構築するもので
ある。以上の理由により、世帯における特典付き定
期券の購入可能性は、通学行動モデルと定期券購入
モデルという二つモデルによって推計されたパラメ
ータを通学行動モデルに組み込み直すことで、世帯
による特典付き定期券の購入意向可能性を評価する
という段階を経る。
　３−２　通学行動モデル
　自身の資源の投入を伴って自身が得る（不）効用を
「直接効用」と呼ぶことにする。例えば自宅から学校
までの所要時間は学生自身の時間資源の投入を伴う
学生の（不）効用であり、学生の直接効用の一部を構
成する。また保護者が学生を送迎する場合、保護者
も自身の時間資源を投入するため、保護者の直接効
用の一部として送迎時間が含まれよう。
　学生と保護者が知覚する効用は直接効用だけでは
ない。学生や保護者は互いに他の直接効用にも配慮
する。すなわち、自身のことだけでなく、他者にも
関心を寄せる。例えば学生が保護者の送迎による場
合、学生は保護者に時間的・労力的な負担を負わせ
ることに気兼ねをしたり、保護者は学生に過度な時
間的・労力的な負担を伴わないよう思いやりをかけ
たりする。この状況は自身の効用関数に他者の効用
を含めることで表現でき、自身の効用に含まれる他
者の効用を「間接効用」と呼ぶことにする。
　世帯が交通手段 i を選択した場合の個人n（n = １
は学生、２は保護者を表す）の直接効用をVinで表す。
なお世帯およびその構成員は同質であるとする。小
林らが定式化した効用関数に基づくと、世帯が交通
手段iを選択する場合の確定的な効用関数は次式の
ように定式化できる。

　　 
……⑴

　ここに η １は保護者に対する学生の気兼ねの程度
を表す利他的動機のパラメータであり、η 1vi 2は学生
の間接効用を表す。一方、世帯が交通手段 i を選択
する場合の保護者の確定的な効用関数は次式のよう
に定式化できる。

　　 
……⑵

　ここに η 2は学生に対する保護者の思いやりの程度
を表す利他的動機のパラメータであり、η 2vi1は保護
者の間接効用を表す。張らが定式化した多項線形の

ui1=vi1+η1vi2

ui2=vi2+η2vi1

世帯の効用関数を用いると、世帯が交通手段 i を選
択した場合の効用関数は以下のように定式化できる。

　　　　　　　　　　　　　　　　……⑶
　　 
　ここにViは確定項、ε iは誤差項を表す。パラメー
タwは世帯内における学生の相対的な影響力を表し、
１−wは世帯内における保護者のそれを表す。λ は
相互作用パラメータであり、構成員の間の効用水準
の相互作用によって世帯の効用が影響を受けること
を表している。λ =０の場合，加法型の意思決定パ
ターンを表現することになる。確率項ε iが独立で同
一のガンベル分布であることを仮定すると、世帯に
おける交通手段 i に関する選択確率は以下のように
表される。

　　　　　　　　　　　……⑷
　　 
　ここに β hi は世帯hにおける交通手段 i の利用可能
性を表すダミー変数であり、物理的に利用が不可能
な交通手段（例えば送迎してくれる人がいない）につ
いては０を与える。この確率を各世帯に関して乗じ
ることで尤度関数を導出し、尤度を最大とするよう
にパラメータを推計することで通学行動モデルを得
る。
　３−３　定期券購入モデル
　通学行動モデルのパラメータを移転して、定期券
購入モデルを導出する。通学行動モデルで求めたパ
ラメータの移転方法として、Atherton and Ben- 
Akiva６）によるアプローチを用いる。その際、先述
のように以下で述べる事例分析における定期券の購
入意向に関するデータは学生と保護者の集団意思決
定を経たものではなく、それぞれの意向を個別に回
答したものであるため、定期券購入モデルでは世帯
による集団意思決定ではなく、それぞれの個人が独
立に意思決定する状況をモデル化する。学生の交通
手段iに関する選択確率は次式のように表される。

　　　　　　　　　　　　　　……⑸
　　 
　ここに α inはSPデータのバイアス調整を果たす定
数項である。また μ nは誤差分散比のパラメータであ
る。これらのパラメータにより、SPデータとRPデ
ータとのデータソース精度の違いを誤差分散に帰着
させてパラメータの再推定を行う。同様に保護者の

Ui = Vi+εi = wui1+（1－w）ui2

　　　　+λwui1（1－w）ui2+εi

phi =
exp（Vi）
Σβhjexp（Vj）

j

phi1 =
exp（αi1+μ1ui1）
Σβhjexp（αj1+μ1uj1）

j
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交通手段 i に関する選択確率は次式のように表され
る。

　　　　　　　　　　　　　　……⑹
　　 
　以上より、学生とその保護者の間に系統誤差がな
く独立であると仮定すると、世帯において学生が交
通手段 i 、保護者が交通手段 k を選択する確率は次
式で表される。本来、学生と保護者には系統的な誤
差があると考えられ、その点を考慮したモデル化が
適切である。しかしそうするためには煩雑な確率構
造を組み込む必要が生じ、実用性に限界が生じる。
そこでその研究は今後の進展を待つとし、ここでは
あくまで実用性の観点のみからこの仮定をおくこと
とする。なお、先述のように、本モデルは世帯の集
団意思決定を経ないモデルであるため、学生と保護
者で異なった交通手段を選択することができること
に留意を要する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……⑺
　　 
　通学行動モデルは現行のサービスのもとでの選択
行動を記述しているため、路線バスを選択しても特
典が付与されることはないが、本モデルにおいて路
線バスを選択した場合、すなわち特典付き定期券を
購入した場合は、特典の魅力に対応する付加効用が
生じる。個人 n に関するそれをそれぞれΔ unで表す
と、 i が路線バスである場合の学生、保護者の（付
加効用を含めた）確定的な効用はそれぞれ⑻、⑼式
で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　……⑻

　　　　　　　　　　　　　　　　……⑼　　 
　⑺式に示す確率を各世帯に関して乗じることで尤
度関数を導出し、尤度を最大とするようにパラメー
タを推計することで定期券購入モデルを得る。

　４．事例分析

　４−１　地域およびアンケート調査の概要
　検討対象地域である倉吉市は鳥取県中部に位置し、
2007年12月28日現在の人口は52,030人である。アン
ケート調査は、倉吉北高等学校、倉吉東高等学校、
倉吉西高等学校のある一学年を対象とした。高等学
校の近くにはいずれも路線バスのバス停がある。
2007年９月に倉吉市の倉吉北高等学校、倉吉東高等

phi2 =
exp（αi2+μ2ui2）
Σβhjexp（αj2+μ2uj2）

j

phik =
exp（αi1+μ1ui1）
Σβhjexp（αj1+μ1uj1）

j

×
exp（αi2+μ2uk2）
Σβhjexp（αj2+μ2uj2）

j

ui1=μ1vi1+μ1η1vi2+Δu1+η1Δu2

ui2=μ2vi2+μ2η2vi1+Δu2+η2Δu1

学校、倉吉西高等学校の１学年の学生とその保護者
を対象にアンケート調査を実施した。アンケートは
１通の封筒にそれぞれ学生、保護者用のアンケート
を封入し、封筒524通を配布した。アンケートは現
在の通学実態や家庭の環境（家族の構成や送迎者の
有無、その人の仕事の有無など）、特典付き定期券
の購入意向を尋ねる質問等から構成した。なお、必
ずしもすべての人が路線バスの定期券費用を知って
いるわけではないため、路線図とともに倉吉駅を中
心とした費用の等高線を示した資料を同封し、乗車
距離と費用の関係が大まかにわかるようにした。ま
た、特典付き定期件の費用は現行のそれと同じであ
り、いくつかの特典を示した上で、そのどの特典が
付けば定期券を購入するかの意向を尋ねた。アンケ
ートの回収状況をTable 1に示す。なお表中の「有効
回答率」とは、以下の検討に必要なデータ一式がそ
ろっている世帯の割合である。
　アンケート調査結果に基づき、通学の交通手段を
徒歩・自転車、鉄道、送迎、バスの四つとした。な
お、徒歩を交通手段とすることに関して、自転車で
はなくあえて徒歩を選択しているのは自転車と徒歩
での所要時間に大差がないためと考え、徒歩は実質
的には自転車と同等と位置づけた。鉄道については
アクセス・イグレス交通の所要時間として自転車に
よる所要時間を考慮した。
　これらの交通手段の選択に関する単純集計として
代表的なものをFig.1〜3に示す。Fig.1より、女性
ほど送迎や路線バスの選択率が高い傾向がうかがえ
る。Fig.2より下校時間帯が遅いほど路線バスの選
択率が小さい傾向がうかがえる。このことは路線バ
スの最終便の時刻の早さに関係があると考えられる。
また送迎についても下校時間帯が遅いほど選択率が
小さいことがわかる。Fig.3からは自宅から学校ま
での距離が長いほど路線バスや鉄道が選択される傾
向が見て取れる。その一方で、送迎については一貫
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Table 1　アンケートの回収状況

有効回答率
（%）

回収率
（%）

回収数
（通）

配布数
（通）

２８．２
６２．９７８１２４学生倉吉北

高等学校 ６２．１７７１２４保護者

５５．４
９１．３２１９２４０学生倉吉東

高等学校 ９２．１２２１２４０保護者

５０．０
１００．０１６０１６０学生倉吉西

高等学校 ８５．０１３６１６０保護者



した傾向は見られない。
　４−２　交通行動モデルの推計
　アンケート調査の単純集計を踏まえて、学生と保
護者の効用関数における説明変数をTable 2のよう
に設定した。なお鉄道と路線バスにおける説明変数
として所要時間が含まれていないが、これは定期券
費用と高い相関をもつためにあえて除外したためで
ある。
　予備的な計算を行った結果、⑶式における相互作
用パラメータλについては有意な値が得られなかっ
た。このため、以後は相互パラメータを０として検
討をすすめる。したがって結果的に世帯の効用関数
は加法型となり、次式で表される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……⑽

　　 
　ここに θ 1=w+（1−w） η 2を表し、θ 2=w η 1+（1−w）

Ui = wui1（1－w）ui2+εi=（w+（1－w）η2）vi1

　　　　　　　+（wη1+（1－w））vi2+εi

　　　　　　　=θ1vi1+θ2vi2+εi

である。なお⑽式が示すように、Vinを構成するパラ
メータと θ nは分離して推計することができないこと
に留意を要する。交通行動モデルの推計結果を
Table 3に示す。尤度比は0.51であり、良好な推計結
果となった。
　４−３　定期券購入モデルの推計
　特典として「土日祝日、または登下校時以外にお
いて、定期区間以外においても路線バスを低料金で
利用できる特典」に着目する。以下では単純化のた
め、学生と保護者で誤差分散比が等しい、すなわち
μ 1=μ 2=μと仮定する。
　SPデータは定期券の購入意向、すなわち路線バ
スを選択する場合についてのみ用いることから、⑺
式におけるα in、μ nは以下のように与える。まず学
生については、α i1=0（i≠バス）、α i1=Δu1+ η 1Δu2
（i=バス）であり、各交通手段に関して次式が成立す
る。
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Table 2　各交通手段に関する効用関数の説明変数

保護者に関する説明変数学生に関する説明変数交通手段

・所要時間（分）徒歩・自転車

・定期券費用（円/月）
・鉄道ダミー変数
・アクセス・イグレス
　交通所要時間（分）

鉄道

・送迎時間（往復：分）
・下校時間帯

・送迎ダミー変数
・所要時間（分）送迎

・定期券費用（円/月）
・路線バスダミー変数
・便数
・乗継回数

路線バス

・性別ダミー変数
　（男性＝0、女性＝1）その他

Table 3　交通行動モデルの推計結果

t 値パラメータ　×θ1学生の直接効用に関する変数

ー５．７６＊ー０．１９徒歩・自転車所要時間

ー２．７９＊ー１．１３性別ダミー

ー７．２６＊ー４．５７鉄道定数項

ー３．９１＊ー３．３３送迎定数項

ー０．１１　ー０．０９送迎所要時間

ー４．０８＊ー５．８５バス定数項

　１．５０　　０．０６便数

t 値パラメータ　×θ2保護者の直接効用に関する変数

ー２．８０＊ー４．２×１０−４定期券費用

ー０．４６　ー０．２０送迎時間

ー２．４０＊ー０．６５下校時刻帯に関する変数
注１）＊：5%有意。
　２）尤度比：0.51。的中率：0.81。
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Fig. 1　性別と交通手段選択率
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Fig. 3　学校から自宅までの距離と交通手段選択率
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Fig. 2　下校時間帯と交通手段選択率



　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……⑾

　　 
　なお交通行動モデルでは、vinを構成するパラメー
タとθ nを分離して推計できないため、上式におい
てθ nvinという形を明記して定式化している。付加的
効用Δunはいくつかの変数で表されるとすると、
Δun= Σ k ξ nkdnkとして定式化できる。なおdnkは変数で
あり、ξ nkはパラメータである。
　保護者についても同様にα i2=0（i≠バス）、α i2= 
Δu2+η 2Δu1（i=バス）であり、各交通手段に関して
次式が成立する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……⑿

　　 
　本モデルではμ、θ 1、θ 2の値は一意に決まらず、
μ/θ 1、μ/θ 2が導出される。なお、変数dnkとして
は、学生の性別に加えて特典の利用と関連した変数
を取り上げた。具体的に学生については平日の外出
頻度、保護者については倉吉駅から自宅までの距離、
学生の休日における外出頻度に着目した。なお、学
生の休日における外出頻度を保護者に関する変数と
したのは、それが保護者の送迎や金銭的な負担と関
連しているためである。特典付き定期券の価格は特
典が付いていない現行の定期券と同じとした。推計
結果をTable 4に示す。
　交通手段モデルにおいて分離して推計できなかっ
たη 1、η 2は定期券購入モデルの推計を通じて一意
に決定される。その結果、良好な t 値が得られた。
すなわち、学生と保護者の間の気兼ねや思いやりは
交通手段の選択に関する意思決定に影響を及ぼして
いると考えられる。
　４−４　考察
　Table 4より以下の傾向が示される。特典を定期
券に付与した場合、男性よりも女性の学生の購入可
能性が高いという傾向が見受けられた。一般的に男

（i≠バス）

αi1+μui1 =μ（vi1+η1vi2）
　=　　θ1vi1+　　θ2vi2

μ

θ1
μη1
θ2

（i≠バス）

αi1+μui1 =　　θ1vi1+　　θ2vi2

　+Δu1+η1Δu2

μ

θ1
μη1
θ2

（i≠バス）

αi2+μui2 =μ（vi2+η2vi1）
　=　　θ2vi2+　　θ1vi1

μ

θ2
μη2
θ1

（i≠バス）

αi2+μui2 =　　θ2vi2

　+　　θ1vi1+Δu2+η2Δu1

μ

θ2μη2
θ1

性に比べて女性の基礎体力は低いため、特典を付与
することで自らの体力を温存できる路線バスへの移
行可能性がより高まると考えられる。保護者につい
ては、倉吉駅から自宅までの距離が長いほど、また
休日の外出頻度が高いほど購入可能性が高まること
がわかった。ここで、土日祝日に学生が外出する場
合の目的地としては高校ではなく、中心市街地や倉
吉駅から鉄道を利用した鳥取市内や米子市内が考え
られる。いずれにせよ、一つの拠点として倉吉駅が
位置づけられる。また、特典が活用できる日として
土日祝日が想定されていることから、倉吉駅から自
宅までの距離が長いほど、また休日の外出頻度が高
いほど保護者の購入可能性が高まるということは、
土日祝日における学生の外出の送迎に伴う時間的負
担や移動費用という金銭的負担が軽減されるという
意味で、特典付き定期券が支持されているためと考
えられる。
　次いで、交通行動モデルおよび定期券購入モデル
によって推計されたパラメータに基づいて、特典付
き定期券が発売された場合における世帯の集団意思
決定を地区別に評価した。具体的には、スケールパ
ラメータμで調整した世帯の確定的効用を以下のよ
うに定式化し、世帯の集団意思決定モデル（＝交通
行動モデル）を用いて交通手段選択を求めた。なお、
この場合において、路線バスを選択することは特典
付き定期券を購入することと同義である。その結果
をFig.4に表す。なお図中における「実行動」とは実
際の交通手段選択、「行動推計」とは交通行動モデ
ルによって推計される交通手段選択、「特典導入後」
とは特典付き定期券が販売されたとの想定のもとで
推計される交通手段選択である。また図中の数値は
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Table 4　定期券購入モデルの推計結果

t 値推定値パラメータ個人

４．１５＊０．９８性別ダミー

学生 ー０．０６ー０．００３学生の平日の外出頻度

５．２０＊１．０３保護者に対する気兼ね（η １）

５．０２＊０．１２倉吉駅から自宅までの距離

保護者 ４．１７＊０．２９学生の休日における外出頻度

５．３４＊０．５５学生に対する思いやり（η ２）

７．３２＊０．４３μ / θ １
その他

６．６５＊０．３７μ / θ ２

注１）＊：5%有意。
　２）尤度比：0.26。



サンプル数を表している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……⒀

　　 
　この結果より以下の傾向が示される。まず、実際
の交通手段として送迎を選択している世帯は特典付
き定期券に移行することがうかがえる。先述のよう
に、特典付き定期券は平日の通学時に加えて土日祝

（i≠バス）

Vi =w（　　θ1vi1+　　η1θ2vi2）

　+（1−w）（　　vi2+　　η2θ1vi1）

μ

θ1 μ

θ1

μ

θ2μ

θ2

Vi =w（　　θ1vi1+　　η1θ2vi2+Δui1

　+η1Δui2）+（1−w）

　（　　θ2vi2+　　η2θ1vi1+Δui2+η2Δui1）

=θ1（　　θ1vi1+Δui1）

　+θ2（　　θ2vi2+Δui2）

μ

θ1

μ

θ1

μ

θ2

μ

θ1

μ

θ2

μ

θ2

（i≠バス）

日における保護者による送迎の時間的および経済的
な負担を軽減できるため、その点も踏まえて特典付
き定期券が世帯に支持されたと考えられる。また、
現在、実際に鉄道の選択率が認められる地区で選択
率が低い地区においては、鉄道から路線バスへの転
換の可能性が見られるものの、鉄道の選択率が高い
地区においてはその可能性がほとんど見込めない。
すなわち鉄道が主たる交通手段となっている地区で
の路線バスへの転換は期待できないことを示してい
る。また、上北条や高城のように、もともと路線バ
スの選択率がない、もしくは低い地区においても、
路線バスへの転換が高くなる地区もあるものの、上
北条では女性の学生が多いことがその原因であり、
これらの地区に共通した要因は特定できない。

　５．おわりに

　本論文では世帯による路線バスの特典付き通学定
期券の購入可能性を分析した、その過程において世
帯は学生や保護者による気兼ねや思いやりに基づい
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Ａ：実行動　Ｂ：行動推計　Ｃ：特典導入後
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Fig. 4　特典付き定期券の販売下での地区別における交通手段選択の推計



て交通手段を選択していることが本研究でも明らか
となった。また、そのような構造を持つ集団意思決
定の結果として、特典付き定期券の購入可能性は性
別、自宅から鉄道駅までの距離、学生の休日におけ
る外出頻度に依存することが明らかとなった。また、
鉄道の選択率が多い地区においては、路線バスへの
転換を期待できないことも明らかとなった。
［謝辞］アンケートの実施に当たり、倉吉北高等学
校、倉吉東高等学校、倉吉西高等学校、日本交通株
式会社に多大な協力を得た。ここに深く感謝の意を
表します。
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